
 

－教育再生で  国、地域、個人の再生を実現－ 

 

 はじめに  

 
  戦後のわが国の教育は、教育水準の向上を通じ経済社会の発展に貢献してきた。その中で、自由

民主党は、左翼思想に支配された日本教職員組合が教育現場で強い力を行使することを防ぎつつ、

正しい教育を求めて教育政策を展開してきた。そして、憲法と並んで戦後一度も改正されることの

なかった教育基本法を、平成１８年にようやく改正することが出来た。 

  一方、民主党は、政権を獲得して以降は、施政方針演説などでの教育への言及は尐なく、教育に

対する考え方は明確に示されていない。しかし、子ども手当に見られるように、「子どもは親が育てる」

という日本人の常識を捨て去り「子どもは社会が育てる」という誤った考え方でマニフェストを作り、

その予算化を進めている。又、民主党の支持母体である日本教職員組合の考え方に沿って様々な

誤った教育政策を展開している。 

  教育は国家の最優先課題であり、責任政党たるためには、教育に関する将来ビジョンを明確に

国民に示す必要がある。 

 

 基本的考え方  

 
  人材こそがわが国の最も大切な資源であるが、現在の教育の危機的状態を具体的に例示すれば、

以下の通りである。即ち 

① 家庭の教育力低下や過保護な親と無関心な親の存在 

② 学校における悪平等・画一主義の蔓延による子どもの個性、伸びる力の抑圧 

③ いじめ、丌登校、学級崩壊、青尐年犯罪の続発 

④ 子どもの権利を重視するあまり「公」を軽視する傾向 

⑤ グローバル化、情報化が進む中、旧態依然たる教育システムの継続、 

  これらの諸問題は、永きにわたり各方面から指摘されてきたが、遅々として改革が進んでいない。 

 

  自由民主党は、これまでの日本の教育政策のあり方を深刻に反省しつつ、以下の四点を教育再生の

基本的考えにおいて、今後の改革を進めていく。 

○ 平成１８年改正した新教育基本法と平成２２年自民党綱領をベースに、３月１１日の大震災で

全国民が再確認した家族・家庭の重視、良き伝統、文化、道徳を大切にする教育を実現 

○ 戦後の日本教育のあり方を根本的に反省し、行きすぎた平等（悪平等、即ち機会の平等ではなく

結果の平等を追求）の是正、小学校から大学まで、外部に対して極端に閉鎖的な体制の改革 

○ ゆとり教育の悪しき側面を反省し、基礎学力をしっかり育成 

○ わが国の特質である「和と絆」を大切にしつつ、グローバル化時代に対応した教育を展開 
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 抜本的教育改革に向けた具体的提言  

  「基本的考え方」に基づき、活力ある国や地域の再生と元気な個人を取り戻すため、以下の４つの

柱を立てて、中長期の視点に立った抜本的な教育改革を行う。 
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１．「自助自立する国民」「家族、地域社会、国への帰属意識を持つ国民」「良き歴史、

伝統、文化を大切にする国民」「自ら考え、判断し、意欲にあふれる国民」を

育成することを、教育の目標とする 

２．教育投資の飛躍的拡大（ＯＥＣＤ並の対ＧＤＰ比約５％に引き上げ） 

３．新・教育基本法の主旨に合致した教科書の検定と採択方法の改革 

４．学校における式典等での国旗の掲揚、国歌の斉唱の義務化 

５．日本文化を理解、継承、発展させる教育 
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１．父母ともに育児休業制度を十分に活用するとともに０歳児については、家庭で
育てることを原則とし、家庭保育支援を強化 

２．１～２歳児は保育、３～５歳児は幼児教育 
幼稚園では、預かり保育体制を充実。保育所では、幼児教育の体制を整備 

いずれの場合も、幼児教育部分を無償化する 

３．５歳児に対する幼児教育の義務教育化の検討 

４．家庭教育の支援体制強化 
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１．大学教育の到達目標を定め、それを達成するため高等学校、中学校、小学校の
学習指導要領を改編 

２．教育委員会の活性化と権限の拡大（教育委員が権限と責任を持つ教育行政） 

３．教員の資質向上 

社会人教員の採用、長期社会体験研修の義務化、免許更新の厳格化、特別
免許状の発行の拡大等 

４．過度な横ならび意識を打破し、「出る杭」を伸ばし育てる 
中学校、高等学校での「留年」（原級留置）の適切な実施、飛び級の導入、

高校１年から大学受験を可能にするシステムの導入 

５．小中一貫教育、中高一貫教育の拡大 

６．高校卒業検定試験の導入 

７．道徳教育の教科化、道徳教育の予算の拡充、ボランティア・奉仕活動の時間の
拡大、心の教育の充実 
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１．教授会自治を打破し、経営と教育を分離 

２．研究重視型大学と教育重視型大学に機能分化。大学、大学院の思い切った統廃合 

３．大学（教養重視）と大学院（高度な専門性）の分離、独立 

４．入試は理系、文系の区別を廃止、卒業は厳格に出口管理、大学の卒業率（現在
９割前後）を厳格化。転入学の容易化 

５．留学生受け入れ、海外留学３０万人計画の完全実行 

６．職業教育の充実 

高等教育における産学連携の強化、専門学校教育の充実、高等専門学校の充実等 

 


